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１．平成18年３月期の業績(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

(1)経営成績 (百万円未満切捨て)

 売　上　高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 191,221 10.8 3,809 △24.9 3,533 △22.3

17年３月期 172,644 △2.9 5,069 △14.8 4,547 △13.9

 当期純利益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総　資　本

経常利益率

売　上　高

経常利益率

 百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

18年３月期 1,017 8.4 6.50 － 2.6 1.9 1.8

17年３月期 939 13.3 6.00 － 2.6 2.5 2.6

（注）①期中平均株式数 18年３月期  156,449,679株 17年３月期  156,503,206株

 ②会計処理の方法の変更 無

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況  

 
１株当たり年間配当金 配当金総額

（年　間）
配当性向

株主資本

配当率 中　間 期　末

 円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年３月期 2.50 － 2.50 391 38.5 0.9

17年３月期 2.50 － 2.50 391 41.7 1.1

  

(3)財政状態  

 総　資　産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年３月期 189,400 42,200 22.3 269.78

17年３月期 184,189 35,806 19.4 228.83

（注）①期末発行済株式数 18年３月期 156,427,572株 17年３月期 156,476,368株

 ②期末自己株式数 18年３月期 261,991株 17年３月期 213,195株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

 売　上　高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円　銭 　円　銭 円　銭

中間期 80,000 200 △200 ― 　― 　―

通　期 185,000 2,800 1,000 ― 2.50 2.50

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  6円39銭

※　上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と

異なる場合があります。



１．財務諸表等
(1) 貸借対照表

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１　現金預金 ※３ 42,523 33,270 △9,252

２　受取手形 3,282 4,997 1,715

３　完成工事未収入金 64,137 74,400 10,262

４　兼業事業未収入金 88 95 7

５　有価証券 28 75 47

６　販売用不動産 4,458 3,521 △937

７　未成工事支出金 8,412 6,915 △1,497

８　兼業事業支出金 2,223 1,735 △487

９　材料貯蔵品 658 520 △137

10  短期貸付金 204 － △204

11　繰延税金資産 7,487 6,316 △1,170

12　未収入金 1,445 1,416 △29

13　その他流動資産 1,614 1,777 163

貸倒引当金 △381 △349 32

流動資産合計 136,182 73.9 134,695 71.1 △1,487

Ⅱ　固定資産  

１　有形固定資産  

(1）建物 ※３ 12,484 11,906  

減価償却累計額 △5,623 6,861 △5,811 6,095 △766

(2）構築物 ※３ 623 618  

減価償却累計額 △454 169 △465 153 △16

(3）機械装置 658 614  

減価償却累計額 △622 36 △609 5 △30

(4）車両運搬具 13 2  

減価償却累計額 △4 8 △2 － △8

(5）工具器具・備品 948 915  

減価償却累計額 △858 90 △830 85 △5

(6）土地
※２
※３

12,190 12,104 △86

有形固定資産合計 19,356 10.5 18,442 9.7 △913
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

増減
(百万円)

２　無形固定資産 117 0.1 127 0.1 10

３　投資その他の資産  

(1）投資有価証券 ※３ 19,856 31,792 11,935

(2）関係会社株式  ※３ 208 295 87

(3）長期貸付金 ※３ 733 609 △123

(4) 従業員に対する長期
貸付金

 － 36 36

(5) 関係会社長期貸付金 ※３ － 25 25

(6）破産債権、更生債権
等

4,411 3,468 △943

(7）長期前払費用 43 31 △11

(8）繰延税金資産 5,914 1,495 △4,419

 (9）その他投資等 1,638 1,825 187

貸倒引当金 △4,274 △3,447 827

投資その他の資産合計 28,533 15.5 36,134 19.1 7,601

固定資産合計 48,006 26.1 54,704 28.9 6,698

資産合計 184,189 100.0 189,400 100.0 5,211
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１　支払手形 ※１ 19,959 19,740 △218

２　工事未払金 ※１ 34,198 37,748 3,549

３　短期借入金 ※３ 47,410 37,404 △10,005

４　社債（１年以内償還予
定）

 － 600 600

５　未払金 923 2,191 1,267

６　未払法人税等 259 249 △10

７　未成工事受入金 7,559 6,525 △1,033

８　兼業事業受入金 51 50 △1

９　預り金 5,209 5,888 679

10　完成工事補償引当金 310 416 105

11　賞与引当金 800 804 3

12　偶発損失引当金 776 911 134

13　工事損失引当金 143 40 △103

14　その他流動負債 843 1,302 458

流動負債合計 118,446 64.3 113,873 60.1 △4,573

Ⅱ　固定負債  

１　社債  6,000 10,100 4,100

２　転換社債 ※７ 4,728 4,728 －

３　長期借入金 ※３ 5,906 5,635 △270

４　再評価に係る繰延税金
負債

※２ 3,580 3,578 △2

５　退職給付引当金 8,228 8,364 136

６　役員退職慰労引当金 173 － △173

７　偶発損失引当金 847 424 △422

８　関係会社事業損失引当
金

471 471 －

９　その他固定負債 － 22 22

固定負債合計 29,935 16.3 33,325 17.6 3,389

負債合計 148,382 80.6 147,199 77.7 △1,183
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

増減
(百万円)

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※５ 18,293 9.9 18,293 9.7 － 

Ⅱ　資本剰余金  

１　資本準備金 5,289 5,289  

資本剰余金合計 5,289 2.8 5,289 2.8 －

Ⅲ　利益剰余金  

１　利益準備金 80 80  

２　任意積立金  

(1）別途積立金 6,100 6,100  

３　当期未処分利益 2,611 2,589  

利益剰余金合計 8,791 4.8 8,769 4.6 △22

Ⅳ　土地再評価差額金
※２
※７

517 0.3 1,166 0.6 649

Ⅴ　その他有価証券評価差額
金

2,940 1.6 8,719 4.6 5,779

Ⅵ　自己株式 ※６ △26 △0.0 △37 △0.0 △11

資本合計 35,806 19.4 42,200 22.3 6,394

負債・資本合計 184,189 100.0 189,400 100.0 5,211
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(2) 損益計算書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額
（百万円）

百分比
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高  

１　完成工事高 167,427 188,175  

２　兼業事業売上高 5,216 172,644 100.0 3,045 191,221 100.0 18,577

Ⅱ　売上原価  

１　完成工事原価 151,781 173,852  

２　兼業事業売上原価 5,093 156,875 90.9 2,548 176,401 92.2 19,526

売上総利益  

完成工事総利益 15,645 14,322  

兼業事業総利益 123 15,768 9.1 497 14,820 7.8 △948

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  

１　役員報酬 201 226  

２　従業員給料手当 5,061 5,349  

３　賞与引当金繰入額 307 316  

４　退職給付費用 741 669  

５　役員退職慰労金 0 －  

６　役員退職慰労引当金繰
入額

56 －  

７　法定福利費 576 675  

８　福利厚生費 560 610  

９　修繕維持費 24 30  

10　事務用品費 138 136  

11　通信交通費 776 780  

12　動力用水光熱費 67 65  

13　調査研究費 293 287  

14　広告宣伝費 43 47  

15　貸倒損失 8 39  

16　交際費 199 196  

17　寄付金 31 34  

18　地代家賃 444 429  

19　減価償却費 136 119  

20　租税公課 247 308  

21　保険料 13 13  

22　雑費 769 10,699 6.2 673 11,010 5.8 311

営業利益 5,069 2.9 3,809 2.0 △1,260
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額
（百万円）

百分比
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅳ　営業外収益  

１　受取利息 51 37  

２　有価証券利息 ― 0  

３　受取配当金 192 232  

４　有価証券売却益 ― 24  

５　団体保険配当金 82 101  

６　為替差益 81 98  

７　団体保険金 52 62  

８　その他 72 532 0.3 65 623 0.3 90

Ⅴ　営業外費用  

１　支払利息 846 615  

２　社債利息 67 165  

３　その他 141 1,055 0.6 118 899 0.5 △155

経常利益 4,547 2.6 3,533 1.8 △1,013

Ⅵ　特別利益  

１　前期損益修正益 ※２ 25 94  

２　投資有価証券売却益 878 201  

３　貸倒引当金戻入額 140 146  

４　偶発損失引当金戻入額 － 65  

５　その他特別利益 ※３ 15 1,060 0.6 24 532 0.3 △527
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額
（百万円）

百分比
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅶ　特別損失  

１　固定資産売却損 ※４ 912 －  

２　ゴルフ会員権売却損 23 －  

３　固定資産評価損 ※５ 926 －  

４　ゴルフ会員権評価損 8 －  

５　投資有価証券評価損 19 －  

６　貸倒引当金繰入額 110 －  

７　貸倒損失 14 －  

８　販売用不動産・兼業事
業支出金評価損

1,050 －  

９　関係会社整理損  ※７ 1,756 －  

10　事業所廃止損 ※８ 909 －  

11　減損損失 ※９ － 550  

12  偶発損失引当金繰入額  441 294  

13　違約損害金  － 192  

14　その他特別損失 ※６ 313 6,488 3.7 215 1,251 0.7 △5,236

税引前当期純利益 － － 2,813 1.4 2,813

税引前当期純損失 881 △0.5 － － △881

法人税、住民税及び事
業税

172 158  

法人税等調整額 △1,992 △1,820 △1.0 1,638 1,796 0.9 3,616

当期純利益 939 0.5 1,017 0.5 78

前期繰越利益 1,004 2,220 1,216

土地再評価差額金取崩
額

668 △649 △1,317

当期未処分利益 2,611 2,589 △22
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(3) 利益処分案

前事業年度
（平成17年６月29日）

当事業年度
（平成18年６月29日）

対前年比

区分
注記
番号

金額
（百万円）

金額
（百万円）

増減
(百万円)

Ⅰ　当期未処分利益 2,611 2,589 △22

Ⅱ　利益処分額  

　　株主配当金 391 391 △0

（１株につき）
（普通配当

 ２円50銭）
（普通配当
   ２円50銭）

 

Ⅲ　次期繰越利益 2,220 2,198 △22
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評

価方法

(１)満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

(１)満期保有目的債券

同　左

(２)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(２)子会社株式及び関連会社株式

同　左

(３)その他有価証券

①時価のあるもの

　事業年度末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

(３)その他有価証券

①時価のあるもの

同　左

②時価のないもの

移動平均法による原価法

②時価のないもの

同　左

２．デリバティブの評価基準及

び評価方法

時価法 同　左

３．たな卸資産の評価基準及び

評価方法

販売用不動産　　個別法による原価法

未成工事支出金　個別法による原価法

兼業事業支出金　個別法による原価法

材料貯蔵品　　　移動平均法による原
価法

同　左

同　左

同　左

同　左

４．固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産

　定率法によっています。

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっています。

　なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっています。

(１)有形固定資産

同　左

(２)無形固定資産

　定額法によっています。

　なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっています。

　ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。

(２)無形固定資産

同　左

５．繰延資産の処理方法     社債発行費

　支出時に全額費用処理しています。 

    社債発行費

    同　左 
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

６．引当金の計上基準 (１)貸倒引当金

　売上債権及び貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しています。

(１)貸倒引当金

同　左

(２)完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に

備えるため、当事業年度の完成工事

高（進行基準工事を含む）に対する

将来の見積補償額に基づいて計上し

ています。

(２)完成工事補償引当金

同　左

(３)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額基準により計上していま

す。

(３)賞与引当金

同　左

(４)工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当事業年度末手持工事のう

ち損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積ることができ

る工事について、損失見込額を計上

しています。  

 (４)工事損失引当金

 同　左

(５)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しています。

　過去勤務債務は発生時に一括償却

しています。

　数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しています。

(５)退職給付引当金

 同　左

 

 

鉄建建設株式会社（個別）

- 10 -



前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(６)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えて、

内規に基づく当事業年度末要支給額

を計上しています。

(６)役員退職慰労引当金

────────────

 

 

（追加情報）

　平成17年３月に役員退職慰労金制

度に係る内規を廃止し、平成17年６

月29日開催の定時株主総会において

慰労金の打切り支給議案が承認可決

されました。これにより、当事業年

度において「役員退職慰労引当金」

を全額取崩し、役員退任時の支給額

に対応する未払い分については、流

動負債の「未払金」に含めて表示し

ています。

(７)偶発損失引当金

　債務保証等に伴い発生する損失に

備えるため、契約条件及び債務保証

先の財政状態等を個別に検討し、損

失負担見込額を計上しています。

(７)偶発損失引当金

同　左

(８)関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるた

め、関係会社に対する投資金額を超

えて当社が負担することとなる損失

見込額を計上しています。

(８)関係会社事業損失引当金

同　左

７．完成工事高の計上基準 　完成工事高の計上は、工事完成基準

によっていますが、工期12か月以上、

請負金額１億円以上の国内工事及び工

期12か月以上、請負金額10億円以上の

海外工事については工事進行基準によっ

ています。

　なお、工事進行基準によった完成工

事高は110,716百万円です。

 

同　左

　なお、工事進行基準によった完成工

事高は119,367百万円です。

８．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。

同　左
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

９．ヘッジ会計の方法 (１)ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについて、特例処理を採用してい

ます。

(１)ヘッジ会計の方法

同　左

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段

　デリバティブ取引（金利スワップ）

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段

同　左

②ヘッジ対象

　相場変動による損失の可能性があ

り、相場変動が評価に反映されてい

ないもの及びキャッシュ・フローが

固定され、その変動が回避されるもの

②ヘッジ対象

同　左

(３)ヘッジ方針

　当社の内部規定である「金融市場

リスク管理方針」に基づき、相場変

動及び金利変動をヘッジしています。

　なお、主なリスクとして借入金の

金利変動をヘッジしています。

(３)ヘッジ方針

同　左

(４)ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理を採用し

ているため、ヘッジ有効性評価は省

略しています。

(４)ヘッジ有効性評価の方法

同　左

10．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は、税抜方式によって

います。

消費税等の会計処理

同　左
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会計処理の変更

 前事業年度

 （自　平成16年４月１日

　　至　平成17年３月31日）

 当事業年度

 （自　平成17年４月１日

 　　至　平成18年３月31日）

────────────   （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しています。

　これにより税引前当期純利益は550百万円減少してい

ます。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しています。
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- 13 -



表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第２条第２項において、

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資を

有価証券とみなすこととされたことに伴い、前事業年度

まで「その他投資等」に含めていた投資事業組合への出

資金を、当事業年度より「有価証券」及び「投資有価証

券」に計上しています。この変更により、「有価証券」

は28百万円、「投資有価証券」は89百万円増加し、「そ

の他投資等」は117百万円減少しています。

　なお、前事業年度において「その他投資等」に含まれ

ていた投資事業組合への出資金は、127百万円です。

────────────

────────────   「短期貸付金」

 　前事業年度において流動資産に区分掲記していまし

た「短期貸付金」については、当事業年度は総資産の100

分の１以下であるため、流動資産の「その他流動資産」

に含めて表示することとしました。

　なお、当事業年度の「短期貸付金」は、4百万円です。 

「長期保証金」 

　前事業年度において投資その他の資産に区分掲記して

いました「長期保証金」については、当事業年度は総資

産の100分の１以下であるため、投資その他の資産の「そ

の他投資等」に含めて表示することとしました。

　なお、当事業年度の「長期保証金」は、1,494百万円

です。

────────────

　

「関係会社長期保証金」 

　前事業年度において投資その他の資産に区分掲記して

いました「関係会社長期保証金」については、当事業年

度は総資産の100分の１以下であるため、投資その他の

資産の「その他投資等」に含めて表示することとしまし

た。

　なお、当事業年度の「関係会社長期保証金」は、34百

万円です。

────────────

 

「貸倒引当金戻入額」 

　「貸倒引当金戻入額」については、前事業年度におい

て特別利益の「前期損益修正益」に含めて表示していま

したが、特別利益総額の100分の10を超えることとなっ

たため、当事業年度から区分掲記することとしました。

　なお、前事業年度の「貸倒引当金戻入額」は、22百万

円です。

────────────
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

「固定資産評価損」 

　「固定資産評価損」については、前事業年度において

特別損失の「その他特別損失」に含めて表示していまし

たが、特別損失総額の100分の10を超えることとなった

ため、当事業年度から区分掲記することとしました。

　なお、前事業年度の「固定資産評価損」は、279百万

円です。

────────────

　

  ────────────

 

「販売用不動産・兼業事業支出金評価損」 

　前事業年度において特別損失に区分掲記していまし

た「販売用不動産・兼業事業支出金評価損」について

は、当事業年度は特別損失総額の100分の10以下である

ため、特別損失の「その他特別損失」に含めて表示す

ることとしました。

　なお、当事業年度の「販売用不動産・兼業事業支出

金評価損」は、106百万円です。 

  ──────────── 

 

 「ゴルフ会員権評価損」 

　前事業年度において特別損失に区分掲記していまし

た「ゴルフ会員権評価損」については、当事業年度は

特別損失総額の100分の10以下であるため、特別損失の

「その他特別損失」に含めて表示することとしました。

　なお、当事業年度の「ゴルフ会員権評価損」は、12

百万円です。 

   ────────────

 

 「貸倒損失」 

　前事業年度において特別損失に区分掲記していまし

た「貸倒損失」については、当事業年度は特別損失総

額の100分の10以下であるため、特別損失の「その他特

別損失」に含めて表示することとしました。

　なお、当事業年度の「貸倒損失」は、15百万円です。 

鉄建建設株式会社（個別）

- 15 -



追加情報

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（有形固定資産の保有目的の変更）

　当事業年度において有形固定資産として従来保有して

いた建物・構築物（帳簿価額927百万円）、土地（帳簿

価額2,527百万円）について、保有目的の変更に伴い評

価損（「固定資産評価損」926百万円、「事業所廃止

損」611百万円）控除後の金額を流動資産の「販売用不

動産」及び「兼業事業支出金」に振り替えています。

────────────

 

 

 

 

 

 

────────────

 

 

（仕入等代金支払方法の変更） 

　当事業年度より、一部の仕入先への支払方法を手形払

いから一括支払信託方式に変更しました。これにより従

来の方式によった場合に比べ、支払手形が434百万円減

少し、未払金が同額増加しています。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※１．関係会社に対する債権・債務 ※１．関係会社に対する債権・債務

支払手形 2,011百万円

工事未払金 3,838

支払手形 1,957百万円

工事未払金 4,232

  

※２．土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しています。

※２．土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しています。

・再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号

に定める路線価及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行

き価格補正等の合理的な調整を行って算出してい

ます。

・再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号

に定める路線価及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行

き価格補正等の合理的な調整を行って算出してい

ます。

・再評価を行った年月日　　　平成12年３月31日 ・再評価を行った年月日　　　平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価

の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差額

     4,037百万円

 

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価

の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差額

          4,303百万円

 

※３．担保に供している資産

(１)　下記の資産は、長期借入金4,166百万円及び短期

借入金（長期借入金よりの振替分）1,830百万円の

担保に供しています。

※３．担保に供している資産

(１)　下記の資産は、長期借入金4,473百万円及び短期

借入金（長期借入金よりの振替分）1,892百万円の

担保に供しています。

建物 1,215百万円

構築物 16

土地 663

投資有価証券 8,866

　　計 10,762

建物 1,163百万円

構築物 15

土地 663

投資有価証券 12,988

　　計 14,830

(２)　下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ差

入れています。

(２)　下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ差

入れています。

現金預金 383百万円

投資有価証券 32

　　計 416

現金預金 278百万円

投資有価証券 28

　　計 307

(３)　下記の資産は子会社等の借入金等の担保に供して

います。

(３)　下記の資産は関連会社等の借入金等の担保に供し

ています。

土地 430百万円

投資有価証券 2

長期貸付金 50

　　計 483

投資有価証券 2百万円

関係会社株式 11 

長期貸付金 50 

関係会社長期貸付金 13

　　計 77
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

　４．偶発債務

（１）下記の会社等の金融機関借入金等について保証

（保証予約を含む）を行っています。

　４．偶発債務

（１）下記の会社等の金融機関借入金等について保証を

行っています。

①　借入金保証

テッケン興産㈱ 494百万円

㈱魚九 135

当社従業員 53

その他５件 178

計 860

①　借入金保証

㈱魚九 60百万円

当社従業員 32

その他４件 147

計 241

②　住宅分譲手付金等保証

ダイア建設㈱ 43百万円

その他２件 11

計 54

合計 915

②　住宅分譲手付金等保証

ダイア建設㈱ 357百万円

日神不動産㈱ 3

計 360

合計 602

（２）当社の関連会社である墨田コートハウスサービス

㈱が保険会社と締結した、東京簡易裁判所墨田分室

庁舎整備等事業に関する履行保証保険契約に基づく

履行保証保険金額に係る求償を受けた場合、その求

償額171百万円に対して連帯保証債務を負っていま

す。

 

（２）ＰＦＩ事業に係る履行保証保険契約に対する保証

債務

墨田コートハウスサービス㈱  171百万円

八千代ゆりのき台ＰＦＩ㈱ 99  

　　　 合計 270  

※５．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　　　普通株式 298,476,000株

発行済株式総数　　普通株式 156,689,563株

※５．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　　　普通株式 298,476,000株

発行済株式総数　　普通株式 156,689,563株

  

※６．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式213,195

株です。

※６．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式261,991

株です。

  

※７．配当制限

（１）第３回無担保転換社債募集委託契約により次のと

おり配当制限を受けています。

　　　本社債の未償還残高が存する限り、本社債の払込

期日の属する決算期以降の配当累計額が、法人税及

び住民税控除後の経常損益（財務諸表等規則によ

る）累計額に45億円を加えた額を超えることとなる

ような配当を行いません。

　　　なお、商法第293条の５第１項に基づき、中間配

当制度を設けるための定款変更をした場合において、

上記にいう配当には、中間配当を含むものとします。

この場合、中間配当は各直前決算期の配当とみなし

ます。

※７．配当制限

（１）同　左

（２）土地再評価差額金（517百万円）は、土地の再評

価に関する法律第７条の２第１項の規定により、配

当に充当することが制限されています。

（２）土地再評価差額金（1,166百万円）は、土地の再

評価に関する法律第７条の２第１項の規定により、

配当に充当することが制限されています。

（３）商法施行規則第124条第３号の規定により、純資

産額のうち配当制限を受ける額は2,940百万円です。

（３）商法施行規則第124条第３号の規定により、純資

産額のうち配当制限を受ける額は8,719百万円です。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は670百万円です。 ※１．一般管理費に含まれる研究開発費は609百万円です。

  

※２．前期損益修正益の内容 ※２．前期損益修正益の内容

償却済債権取立額 20百万円

その他 5

合計 25

償却済債権取立額 47百万円

未払金戻入額 23 

過年度事業所閉鎖損戻入額 18 

その他 4

合計 94

  

※３．その他特別利益の内容 ※３．　　　　────────────

ゴルフ会員権売却益 11百万円

その他 3

合計 15

※４．固定資産売却損の内容 ※４．　　　　────────────

土地 912百万円

うち関係会社への土地売却損 851百万円

  

※５．固定資産評価損の内容 ※５．　　　　────────────

建物 179百万円

土地 747

合計 926

  

※６．その他特別損失の内容 ※６．その他特別損失の内容

工事災害損失 276百万円

その他 37

合計 313

販売用不動産・兼業事業支出金評

価損
106百万円

建物除却損 47 

その他 61

合計 215

  

※７．関係会社整理損について ※７．　　　　────────────

　当社の子会社であったジー・ケー開発㈱の、民事

再生計画の認可決定が平成17年１月５日に確定した

ことによる損失です。内容は建物・構築物売却損

1,639百万円、その他117百万円です。

　

※８．事業所廃止損について ※８．　　　　────────────

　機材センターの廃止に伴う損失です。内容は、建

物・構築物評価損450百万円、土地評価損160百万円、

固定資産除却損84百万円、建物解体費72百万円、そ

の他141百万円です。
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※９．　　　　──────────── ※９．減損損失

 当事業年度において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しました。

 

用途 場所 件数 種類

不動産賃貸 東京都他 ６件
建物、構築物、土

地

その他 北海道他 ３件
機械装置、リース

資産他

  当社は、建設事業については各支店単位に、不

動産賃貸事業及びその他事業については個別物件

毎にグルーピングしています。

　近年の予想し得ない不動産価格の下落及び賃料

相場の低迷ならびに競争激化による収益性の低下

等により、上記資産の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失550百万円として

特別損失に計上しています。

　その内訳は、建物392百万円、土地86百万円、そ

の他71百万円です。

　なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、路線価及び固定資産税評価額

等を基に評価しています。
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①　リース取引関係

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び事業年度末残高相当額

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び事業年度末残高相当額

取得価額相
当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

事業年度末
残高相当額
(百万円)

機械装置 77 47 29

車両運搬具 52 26 25

工具器具・備品 330 180 149

無形固定資産 575 185 390

合計 1,035 440 595

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

減損損失
累計額
相当額

(百万円)

事業年度
末残高
相当額

(百万円)

機械装置 97 61 26 8

車両
運搬具 

54 27 － 26

工具器具
・備品

312 206 － 105

無形固定
資産

612 307 － 305

合計 1,076 603 26 446

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料事業年度末

残高が有形固定資産の事業年度末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

います。

(注)　同　左

(２)未経過リース料事業年度末残高相当額 (２)未経過リース料事業年度末残高相当額等

１年内 216百万円

１年超 378

合計 595

 　　　  未経過リース料事業年度末残高相当額

１年内 201百万円

１年超 266

合計 468

 

リース資産減損勘定の事業年度

末残高

22百万円

   

(注)　未経過リース料事業年度末残高相当額は、未経

過リース料事業年度末残高が有形固定資産の事業

年度末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。

(注)　同　左

(３)支払リース料及び減価償却費相当額 (３)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 221百万円

減価償却費相当額 221

支払リース料 235百万円

リース資産減損勘定の取崩額 4 

減価償却費相当額 230

減損損失 26

  

(４)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。

(４)減価償却費相当額の算定方法

同　左
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

２．オペレーティング・リース取引

 

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

 

 　　　未経過リース料

１年内 134百万円

１年超 11

合計 146

１年内 5百万円

１年超 6

合計 11
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②　有価証券関係

　前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計関係

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

たな卸資産有税評価減 4,072百万円

退職給付引当金損金算入限度超過
額

3,157

繰越欠損金 2,483

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,611

偶発損失引当金 659

進行基準決算損 576

投資有価証券有税評価減 565

その他 2,287

繰延税金資産小計 15,414

評価性引当額 △1

繰延税金資産合計 15,412

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △2,009

繰延税金負債合計 △2,009

繰延税金資産の純額 13,402

繰延税金資産

退職給付引当金 3,396百万円

たな卸資産有税評価減 3,353

繰越欠損金 1,708

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,476

進行基準決算損 689

偶発損失引当金 542

投資有価証券有税評価減 467

未払金否認 446

その他 2,292

繰延税金資産小計 14,373

評価性引当額 △601

繰延税金資産合計 13,772

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △5,960

繰延税金負債合計 △5,960

繰延税金資産の純額 7,812

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失となったため、記載していません。 法定実効税率 40.6％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されな

い項目
  6.3

　受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△1.2

　住民税均等割等 　5.6

　評価性引当額の増減  11.9

　その他   0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率  63.8

 

鉄建建設株式会社（個別）

- 23 -



（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 228.83円

１株当たり当期純利益金額 6.00円

１株当たり純資産額 269.78円

１株当たり当期純利益金額 6.50円

（注）１．前事業年度及び当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載していません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当期純利益（百万円） 939 1,017

普通株式に係る当期純利益（百万円） 939 1,017

普通株式の期中平均株式数（千株） 156,503 156,449

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　第３回無担保転換社債。潜在株式

の数は5,241,685株です。

　同　左
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２．役員の異動

１．代表取締役の異動（平成18年６月29日予定）

新　役　職 氏　　名 現　役　職

代表取締役会長 山本　卓朗
代表取締役社長

執行役員社長

相談役 大澤　靖弘

代表取締役

執行役員副社長

経営戦略本部長

代表取締役社長

執行役員社長 
神田　志義

専務執行役員

土木本部長

代表取締役

執行役員副社長

経営戦略本部長 兼 管理本部長

工藤　長生

取締役

専務執行役員

管理本部長

２．その他の役員の異動（平成18年６月29日予定）

（１）新任取締役候補

新　役　職 氏　　名 現　役　職

取締役

執行役員

管理本部副本部長

手島　敬二
執行役員

管理本部副本部長 兼 総務部長

取締役 幸　  圀夫
ジェイアール東日本ビルテック株式会社

取締役会長

（２）補欠監査役候補

新　役　職 氏　　名 現　役　職

補欠監査役  渡邉　眞一 弁護士
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３．執行役員の異動（平成18年６月29日予定）

（１）執行役員の役付変更

新　役　職 氏　　名 現　役　職

専務執行役員 

土木担当 兼 関西地区担当 
加納　  清

常務執行役員 

関西地区担当 

常務執行役員 

土木本部長 
印藤　栄次

執行役員 

土木本部担当

常務執行役員

鉄道本部長
高橋　治夫

執行役員

鉄道本部長

（２）執行役員の役職異動

新　役　職 氏　　名 現　役　職

取締役

執行役員副社長

 建築担当

守山　正孝

取締役

執行役員副社長

 建築本部長

（３）退任執行役員

氏　　名 現　役　職

弘田　嘉孝
執行役員 

建築本部大阪駐在

中野　正之
執行役員 

土木本部担当

（４）新任執行役員候補

新　役　職 氏　　名 現　役　職

執行役員

東北支店長
五十子　繁 東北支店長 

執行役員

新事業プロジェクト推進室副室長
斎藤　　一 新事業プロジェクト推進室副室長

執行役員

土木本部副本部長（工事担当）兼

土木部長

大和　修二
土木本部副本部長（工事担当）兼

 土木部長

執行役員

名古屋支店長
阿比留　卓雄  名古屋支店長

執行役員 

建築本部長 
堯部　隆夫 建築本部副本部長（工事担当）

（注）阿比留卓雄の現役職については、「土木本部副本部長（営業担当）兼 土木企画部長 兼 土木営業部長」か

ら平成18年６月10日付で異動予定です。 

以　　上
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